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１．本区域の想定出力量について
 促進区域の指定にあたっては、系統が適切に確保されることが見込まれることを確認するため、当該区
域で系統を確保している者に対して、当該系統を本区域の公募に提供することを希望するか確認を
行うこととしている。

 これに基づき、本区域で系統を確保している者に対して系統の提供意思を確認したところ、電源接続
案件募集プロセス（東北北部募集プロセス。以下「東北募プロ」という。）において確保した約16万
kWの系統について提供の意思を確認出来たことから、本区域の想定出力量は16万kW程度とし
ていた。

 その後、 より効率的な系統利用が可能となるよう、 2021年1月より新たに「ノンファーム型接続」が
全国で導入され、本区域でも追加的な系統容量の確保の可能性が出てきたところ。

 その際、より効率的な系統の確保のためには、既に確保された東北募プロの系統と親和性の高い系
統の確保が妥当であることから、当該事業者による系統容量の追加確保を認め、当該系統が承継
されることを前提として公募を実施することと整理された（2021年2月17日第7回合同会議）。

 上記を踏まえ、当該事業者は、風車の大型化等による本区域のより効率的な活用検討を進めた結
果、ノンファーム型接続を活用し、約20万kWの系統容量を追加確保する手続きを進めているところ。
このことから、本区域の想定出力量を36万kW程度に拡大する。

（注：想定出力量の拡大は、区域の面積、位置等を変更するものではない。）
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（出所）「総合資源エネルギー調査会省 エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会
再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会 洋上風力促進ワーキンググループ」
「交通政策審議会港湾分科会環境部会洋上風力促進小委員会」合同会議（第７回）

（2021年2月17日）より抜粋(一部加工）

（参考１）洋上合同WG（第７回）での整理
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(参考２)ノンファーム型接続の概要
（出所）電力広域的運営推進機関 HP資料『系統の接続・利用・増強ルールについて』（2020年6月26日）より抜粋
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２．漁業影響調査手法の検討に係る実務者会議について
 第1回協議会において、事業者の選定後、速やかに漁業影響調査を開始してもらうため、事業者選定の前の段

階において専門家の意見も聴きながら漁業影響調査手法の検討を行いたいといったご意見をいただき、第2回
協議会では、専門家から漁業影響調査に関する情報提供をしていただいたところ。

 今後、当該情報提供の内容をベースにしつつ、更なる具体的な調査手法の検討を行うに当たっては、本協議会
の構成員の中から必要なメンバーを選定するとともに、新たに水産資源調査・研究等に係る知見を有する専門
家を加えて議論をすることが適当と考えられる。

 以上より、本協議会の下部に実務者会議を設置し、事業者選定の公募開始前までに漁業影響調査手法をと
りまとめ、選定事業者に当該調査手法を遵守してもらうこととしたい。

 なお、実務者会議における議論の透明性を確保するため、会議は公開で行い、かつ、議事要旨を作成・公開す
ることとし、メンバーについては次のとおりとしてはどうか。

＜実務者会議の開催イメージ＞ ＜実務者会議メンバー（案）＞

 秋田県（事務局）
 水産庁
 経済産業省
 国土交通省
 秋田県漁業協同組合
 八峰町峰浜漁業協同組合
 秋田県水産振興センター（専門家）
 国立研究開発法人 水産資源研究所（専門家）
 公益財団法人 海洋生物環境研究所（専門家）
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公募開始までの間に
調査手法をとりまとめる
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